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関係機関の取組 札幌管区気象台 

災害対策本部の設置等 

札幌管区気象台災害対策要領に基づき、災害対策本部を設置し、管内における被

害状況の取りまとめを行うとともに、北海道開発局、北海道が発表する被害状況等

について、気象庁本庁及び管内気象官署との情報共有を図った。予報・観測等に関

しては、台風に対する臨時編成により人員・体制を充実・強化し対応に当たった。 

今回の甚大な被害状況に鑑み、気象現象の終息後においても非常時の体制を継続

して被災者等支援を実施してきたところであるが、被害の復旧状況や関係防災機関

の動向なども踏まえ、道の災害対策連絡本部廃止と同時に体制を解除した。 

関係機関の取組 一般社団法人 北海道建設業協会 

大雨等災害に関する活動状況 

９月１日に当協会の災害協力行動指針に基づいて、災害協力本部を設置した。

（９／１～９／２７） 

この行動指針は、行政機関等から発せられる出動要請等に対し、協力業務の実施

に関する当協会の基本的な行動基準を定めたものであり、北海道において大規模な

災害が発生し、又は発生の恐れがある場合に地方協会と情報を共有し、協力体制を

確立するために協力本部を設置するものである。 

各地方協会（１１協会）に連絡を取り、今回の災害で、被災地の災害状況を収集

し開発局（各開発建設部）、北海道（各振興局）、各市長村等から地方協会を通じ

て会員企業に対しての出動要請等の状況をまとめた。 

行政機関から依頼を受けた地方協会との連絡調整を行った。 

復旧作業において被災地での資機材、作業員の不足が発生した際の地元協会から

の資機材の調達、作業員の要請がないかどうかの情報収集を行った。 

 

（課 題） 

○地方協会を通さない要請について 

行政機関から維持管理を受託している業者へ直接要請をしている場合は、把

握する事が困難であり、災害に対する作業状況等の情報共有が必要である。 

 

 

 



第３章 検証及び防災対策への反映 

- 78 - 

 

 

 

 

 

 

 道（本庁）では、本年７月、新たに本庁舎地下１階に「危機管理センター」を整備した

が、同月に「道災害対策本部指揮室」の設置訓練を実施したこともあり、今回の台風災害

に際して、迅速に設置を行うことができた。 

 また、災害時の初動対応の指揮命令を担う「道災害対策本部指揮室」に、自衛隊、北海

道開発局、気象台、海上保安本部、北海道運輸局、道警察が速やかに参集したほか、内閣

府及び総務省消防庁からも職員が派遣され、円滑に情報共有が行われた。 

 指揮室で行われた情報共有により、救出救助に関してヘリコプター運航の調整を行うな

ど、関係機関が連携して応急対応に当たった。 

 

 

 道災害対策本部指揮室の道の各班における所掌事務はあらかじめ決められていたが、具

 

○施工中の工事について 

復旧作業が優先されるため通常の工事の施工に一時休止や施工量低下に伴う

工事の遅れ等の影響が出ることから、発注者側にも被災地の状況及び施工中の

工事状況を確認しながら工事の一時休止等の措置を講ずる必要がある。 

 

○災害協力本部の体制について 

地方協会との情報共有、協力体制にバラつきが見えることから、本部におけ

る情報の受理・伝達、地方協会への指示を一元的に管理することや、会員企業

が災害時にどの位の対応余力〔技術者、作業員、資機材〕があるか、改めて地

方協会を通して調査しておく必要がある。 

また、開発局、北海道、市町村等の複数の行政機関との災害協定があり、指

示、要請の重複が予想されるので、事前にその整理、調整の準備が必要と思わ

れる。 

  今回の各地方の災害復旧に対する検証と今後の応援、受援の構築をはかり災

害対応の向上に努める。 

３ 評価できる事項、課題 

評価  道（本庁）では、道災害対策本部指揮室として、自衛隊や北海道開発局、気

象台、海上保安本部、北海道運輸局、道警察等が参集するための専用室（危機

管理センター）を整備していたことから、機関内・機関間のスムーズな情報共

有が可能になった 

課題  道（本庁）の災害対策本部指揮室の各班の具体的業務の手順が定められてい

なかった 
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体的業務の手順が定められていなく、自身の業務に戸惑いを感じる職員も一部見られた。 

 

 
 道（振興局）では、道災害対策地方本部指揮室を設置するための設備（十分なスペース、

電話回線、ネットワーク回線、非常用電源など）や資機材（ＯＡ機器やホワイトボードな

ど）が未整備であったことから、指揮室が設置されなかった。 

 

 
 道（振興局）では、災害対応業務にあたる防災担当職員の人数が限られており、交代職

員の確保が困難であったため、一部の職員の負担が増加した。 

 

 
 道が策定している「道有施設（建築物）の総合耐震計画基準」において、大地震発生後

の施設の継続的な活動が可能となるよう自家発電設備の連続運転可能時間や燃料備蓄量な

どが定められているが、この基準を下回る振興局庁舎がある。 

 

 

 自衛隊や北海道開発局からの情報連絡職員（リエゾン）が道（振興局）の防災担当課に

参集し、情報共有を図りながら災害対応を行った。 

 それに対して、振興局内の関係課が集まることのできる場所がなかったことから、各々

の執務室で災害対応を行っていたため、関係機関との一堂に会しての対応ができなかった。 

 

 

 

 

 

課題  道（振興局）では、設備や資機材の整備がなく、道災害対策地方本部指揮室

が設置されなかった 

課題  道（振興局）では、災害対応業務にあたり、交代職員の確保が困難であった

ため、一部職員の負担が増加した 

課題  道（振興局）の非常用電源について、道策定の基準を下回っている庁舎があ

る 

評価  自衛隊や北海道開発局から道（振興局）に情報連絡職員（リエゾン）の派 

課題 遣はされたものの、道（振興局）には、道（本庁）危機管理センターのよう 

   な専用の施設がなく、振興局内関係課が各々の執務室で災害対応を行ったこ 

   とから、一堂に会しての対応はとられなかった。 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

情報共有と意思決定がスムーズとなる道災害対策本部の体制・環境整備 
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道災害対策本部指揮室は、非常設の組織であるとともに、各班・関係機関から参集する

職員等で構成されることから、参集者が速やかに災害対応業務に移行できるよう、道災害

対策本部指揮室の各班における具体的業務の手順を明確にし、行動すべき事項、タイミン

グ等を記載した時系列活動表を作成することが必要である。 

また、各班の具体的業務が明確化し、時系列活動表が作成されることによって、それぞ

れの班がどのような業務を行っているか認識を共有することができることから、各班が保

有する情報や直面する課題をどの班と共有すべきか認識し、各班間の連携強化につなげる

ことが必要である。 

 

 
災害現場に近く、時として瞬時の判断が求められる道（振興局）においても、災害時に

関係機関と情報共有を図り、緊密な連携のもと、災害対応を行うことは大変重要であり、

道災害対策地方本部指揮室での機動的な対応能力を高める必要がある。 

道災害対策地方本部指揮室を設置し、各班・関係機関と情報共有を行うことにより、被

災状況や対応状況の全体像を多面的に把握することにつながり、市町村災害対策本部に対

する重複した状況照会を防ぐことができることから、市町村の業務負担の軽減にも寄与す

る。また、各班・関係機関が同じ空間に参集することで、課題への対応策を組織横断的に

検討することができるとともに、道災害対策地方本部における意思決定を円滑に各班の実

施につながる。さらに、このような情報共有・連携体制により、参集者の危機意識の温度

差を解消し、振興局内・防災関係機関全体で一丸となった災害対応体制を構築することが

できる。 

これらの効果を発揮するためには、道災害対策本部指揮室のようにスムーズに情報共有

や応急対応を行うことができる十分なスペースの確保や、所要の設備・資機材の整備を行

うこと、指揮室設置の手順を確認するための訓練を実施することが必要である。 

 

 

 
道（振興局）においては、大規模災害時に、数日間継続した災害対応業務が求められる。

こうした状況では、特定の職員だけで災害対応を行うことには限界があり、ローテーショ

ンを組むなどして交代制勤務とする必要がある。 

そのためには、平常時から防災担当職員以外の振興局内職員に対しても研修を実施して、

災害対応能力を高める取り組みを行うほか、他の道（振興局）からの応援体制を構築する

ことで発災後に急激に増加する業務に対応できる時限的なマンパワーの投入を可能とする

提言①  道災害対策本部指揮室の各班が取るべき時系列活動表の作成及び更なる連

携強化 

     【道】 

提言②  実効性の高い道災害対策地方本部指揮室の機能強化のための資機材や設備

の整備、設置訓練の実施 

     【道】 

提言③  大規模災害に備えた道（振興局）の災害対策体制の強化 

     【道】 
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など、長期の災害対応に耐えうる体制の構築が必要である。 

 

 
災害時における道（振興局）については、所管する市町村の被災状況を速やかに収集し、

関係機関と連携しながら、災害応急対策を的確かつ迅速に実施するなど、極めて重要な役

割をになっていることから、災害対応等業務に支障を来たすことのないよう、道で規定し

た基準を下回っている道（振興局）における非常用電源の確保について、早急に取り組む

ことが必要である。 

 

 

提言④  基準を下回っている道（振興局）における速やかな非常用電源の確保 

     【道】 
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救助救出活動に対する実施体制 

 市町村（消防機関）、道警察、第一管区海上保安本部等の救助機関は、災害によって生

命又は身体に危険が及んでいる者等に対して、迅速な救助活動を実施するとともに、活動

に当たっては各機関相互の情報交換、担当区域の割り振りなど円滑な連携のもとに実施す

るとされている。道は、市町村を包括する機関として、広域的、総合的な調整を行うとと

もに、市町村から救助救出について応援を求められ、必要があると認めるときは、その状

況に応じ、自衛隊等防災関係機関の協力を得て、適切な措置を講ずることとされている。 

 また、道をはじめ、自衛隊、第一管区海上保安本部、道警察、消防などヘリコプター等

を保有する関係機関は、被災状況などの情報収集や資機材等の搬送、救急救助活動など、

ヘリコプター等の活用が有効と認める場合には、各機関が保有する広域かつ機動的に活動

できるヘリコプター等を活用するため、相互に連携を図り、安全かつ効果的な災害応急対

策等の活動を行うものとされている。市町村においては、ヘリコプター等の災害応急活動

の円滑な対応のため、安全対策等の措置がなされている離着陸場の確保や地上の支援対策

等の措置を行うこととされている。 

 

自衛隊への派遣要請 

 知事（総合振興局長又は振興局長）及び他の災害派遣要請権者は、自衛隊（指定部隊等

の長）に対して、自衛隊法第８３条の規定により、部隊等の災害派遣を要請することがで

き（表３－６－１参照）、市町村長は、災害派遣の必要があると認められるときは、要請

権者に対して、自衛隊の派遣を要求することができるとされている。 

 また、災害派遣時における自衛隊の支援活動は、被害状況の把握、捜索救助活動、施設

啓開、炊飯及び給水等を行うこととされている。 

 

 

■表３－６－１：派遣要請先 

指定部隊等 道の機関 

北部方面総監部 道 

第２師団 空知（一部）、上川、留萌、宗谷、オホーツク（一部） 

第５旅団 オホーツク（一部）、十勝、釧路、根室 

第７師団 空知（一部）、石狩（一部）、胆振、日高 

第１１旅団 空知（一部）、石狩（一部）、後志、渡島、檜山 

 

 

 

救助・救出に係る警察、消防等の連携調整、自衛隊に対する災害派遣要請等 

〈検証の視点：警察・消防・海上保安庁等の連携、被災者の救助救出活動、 

自衛隊への災害派遣要請〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

検証項目６：救助救出・災害派遣要請 
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救助活動と派遣要請 

 例えば、被災現場では、消防職員と消防団がチームを編成して、警戒パトロールや住民

の避難誘導、土のう積みなどの水防活動を行うとともに、堤防決壊による水没車両から乗

員を救出するなど、人命の安全確保や救助活動が行われた。また、消防組合管内で、部隊

などの人員やボートなどの装備等の応援が行われたほか、雪崩防止柵が落ちて中心部から

町内の集落に緊急車両が直接通行できない状況で、広域応援により、他の消防本部から向

かうよう調整を行うといった例もあり、他の消防本部への応援要請やヘリコプターによる

救助要請が迅速に行われた。 

 このような救助救出活動は、消防や警察によって、それぞれが入手した情報に基づいて

実施されるとともに、その情報は、道災害対策本部指揮室に集約され、関係機関により共

有された。 

 道に所属する災害支援職員（非常勤職員である退職自衛官）や自衛隊の情報連絡員が被

災市町村に派遣され、自衛隊への災害派遣要請の事前調整などに対して、相談や助言など

を行った。要請を受けて派遣された自衛隊は、ボートによる救助救出や要救助者捜索、輸

送支援などを実施した。 

 

ヘリコプター等の運用 

 道災害対策本部の求めに応じて、道警察、自衛隊、北海道開発局、札幌市消防局、第一

管区海上保安本部などのヘリコプター等保有機関をはじめとした関係機関の職員が道災害

対策本部指揮室のヘリコプター等運用調整班に参集し、効果的な災害対策活動と安全な運

航を行うための運用調整を実施した。 

 札幌管区気象台からは、航空気象に精通した予報官による飛行経路や捜査地域上空にお

ける気象解説を行った。このことにより、救出のためのヘリコプターのフライト判断につ

ながったほか、参集した関係機関の認識を共有できたことから、効率的かつ迅速な救助救

出活動に結びついた。 

 

 

２ 今回の主な対応 
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 道災害対策本部指揮室への情報集約が効果的に行われた一方で、情報共有がうまくいか

ず、迅速な対応ができなかったり、危険を感じる例もあった。例えば、空港において、捜

索救助に使用するヘリコプターの駐機場を確保する際には、道災害対策本部指揮室から空

港管理事務所への連絡が不十分であったことから、救助機関からの求めに対し、空港側に

一度断られ、数度連絡をとり、結果的には、確保できたものの優先的かつ迅速な駐機場確

保ができない例があった。また、道（振興局）を介さずに情報集約がなされたことにより、

自衛隊において航空機の出動を担う隊区担任部隊が出動の必要性を把握するのに時間を要

することとなった。他にも、現場でのドローンの飛行に関する情報が道災害対策本部指揮

室になかったことから、救助用のヘリコプターが空中でドローンに遭遇し、危険を感じる

場面があった。さらに、普段は海上における活動を行う海上保安庁ヘリが、陸上で活動し

ている救助機関と交信することができず、機内の要員をヘリコプターから陸上へ降下させ、

直接の会話による情報交換をせざるを得なかったために、救助活動に支障を来たす状況も

あった。 

 結果的に、８月３１日から９月９日までに、道、道警察、札幌市消防局、自衛隊、海上

保安庁の関係機関で、ヘリコプターによる救助を含めると、２００名を救出した（表３－

６－２参照）。 

 

■表３－６－２：関係機関による救出状況一覧 
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関係機関の取組 北海道警察 

警察による救助活動等 

平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害の発生に伴い北海道警察では、警

察本部に、警備部長を長とする「災害警備対策室」、釧路方面本部に方面本部長を

長とする「災害警備本部」をそれぞれ設置したほか、各方面本部に「災害警備対策

室」等を、また、関係警察署においても「災害警備本部」等を設置して指揮体制を

確立し、延べ約８，４００人が各種災害対応に従事した。 

警察本部から、北海道に連絡要員を派遣し、航空機の運用調整を行うとともに、

映像配信を含めた情報提供を行うなど連携を図った。 

   
 ↑ 北海道災害対策本部指揮室での運用調整等の活動状況 

 

被害の大きかった地域には、機動隊、警備隊、第二機動隊等を出動させ、被災者

の救出救助及び行方不明者の捜索活動を実施した。 

また、関係警察署では、救出救助活動、行方不明者の捜索活動のほか、交通規

制、被災地の警戒活動など多岐にわたる災害警備諸活動を迅速・的確に実施した。  

 

【主なもの】 

羅臼町では、土砂崩れにより集落が孤立、道警察と第一管区海上保安本部との災

害発生時における職員等の相互輸送などに関する覚書に基づき、警察官の巡視船で

の搬送を要請し、孤立集落での搬送を要請、被害情報の収集、住民の避難誘導、安

否確認を行った。 

 

南富良野町幾寅地区では、河川増水に伴う救助要請が多数発生。警備隊及び、航

空隊ヘリによる救出救助活動を実施したほか、機動隊や警備隊が警備用大型バスに

より老人福祉施設等で孤立していた入居者等の避難誘導を行うなど災害警備活動を

行った。 

 

日高町清畠地区では、高潮による住宅地への浸水被害の発生を認知。署長以下署

員が現場へ臨場し、付近住民に対する避難広報を実施するとともに、孤立した住宅

内で待機していた住民を警察官が背負って避難誘導させるなど災害警備活動を行っ

た。 
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新得町や清水町では橋梁損壊や河川の増水により家屋が流出。行方不明者の捜索

のため機動隊、警備隊及び第二機動隊のほか航空隊、災害救助犬等多数の警察職員

が長期間にわたって活動を実施した。 

また、一般治安対策として、災害発生地域へ釧路隊、十勝隊を派遣し、管轄署員

とともに２４時間体制による警戒を実施した。 

警察署の生活安全課員や女性警察官が避難所、被災地域の高齢者宅を巡回し、困

りごと相談や防犯指導等の被災者支援活動を実施した。 

 

↓ 被災地での災害警備諸活動等状況 

    

 

    
 

    
 


